「墓地、納骨堂又は火葬場の変更の許可」〈審査基準〉

１　経営主体
（１）経営主体は原則として津島市でなければならないが、これによりがたい事情があり、経営の永続性、公益性及び非営利性が確保できると認められるときは、次のいずれかに該当する者でなければならない。ただし、市長が市民の宗教的感情に適合し、かつ、公衆衛生その他公共の福祉の見地から支障がないと認めるときは、この限りでない。
ア　宗教法人法（昭和26年法律第126号）第４条第２項に規定する宗教法人で、登記された主たる事務所又は従たる事務所を市内に設けてから５年以上経過しているもの。
イ　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第３号に規定する公益法人であり、墓地等の経営を目的とするものであり、かつ、登記された主たる事務所又は従たる事務所を市内に設けてから５年以上経過しているもの。
　　（根拠通達　昭和43年4月5日付け環衛第8058号厚生省環境衛生課長通知、昭和46年5月14日付け環衛第78号厚生省環境衛生課長通知及び平成20年8月14日付け健衛発第0814001号厚生労働省健康局生活衛生課長通知）
２　経営規模（墓地のみ）

（１）市が設置するものについては将来計画を考慮に入れること。
（2） 宗教法人・公益法人等が設置する場合の申請土地は、市の墓地の将来計
画に配慮し、必要な範囲に限るものとする。
    　「必要とする範囲」を判断する資料として、墓地使用希望者の一覧表を
原則として添付させること。（原則として希望者の２～３割増の基数の範囲
内で許可すること。）
３　設置場所
（１）津島市墓地、埋葬等に関する法律施行細則（以下「細則」とする。）第６条を満たすこと。
  　  細則第６条ただし書の適用に当たっては、申請者が経営主体として申請土地において墓地等を設置する必要性と墓地等の設置に伴う諸事情を勘案の上、判断するものとする。
諸事情を勘案するに当たっては、原則として、道路、軌道等についてはその設置者等の同意書を、人家については居住者（世帯主）の同意書を、官公署、学校、公園又は病院についてはその設置者等の同意書をそれぞれ提出させて判断するものとする。
（２）敷地には、永続性の確保の観点から抵当権等の制限物権が設定されていないこと。
４　構造設備
細則第７条に規定する構造設備の基準に原則として適合するものであること。
５　他の法令に基づく許認可等の状況
他法令（都市計画法、森林法、建築基準法、自然公園法、農地法等）によ
　る許認可等が必要な場合は、原則として許可申請時までにそれらの許認可等を受けること。
なお、宗教法人が公益事業として墓地等の経営を行う場合は、宗教法人法

に定める規則に「墓地等の経営を行う」旨が明記されなければならない。
６　区域の分筆（墓地のみ）
（１）土地の登記上において１筆となっている土地の一部を墓地として許可を

受けようとする場合は、墓地の区域を分筆すること。
（２）駐車場、休憩所等の部分は、原則として墓地の区域から除外すること。

